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（平成２２年度～平成２７年度） 

国立大学法人東京学芸大学 中期目標 

 

 

（前文）大学の基本的な目標 
東京学芸大学は、我が国の教員養成の基幹大学として、豊かな人間性と科学

的精神に立脚した学芸諸般の教育研究活動を通して、高い知識と教養を備えた

創造力と実践力に富む有為の教育者を養成することを目的とし、第二期の中期

目標期間においては特に次のことを基本的な目標とする。 

 

(1) 創造力と実践力を身につけ、今日の学校教育における諸課題に積極的に取

り組む教員を養成する。 

(2) 精深な知性と高邁な精神を身につけ、広く生涯学習社会において、指導的

な役割を担う人材を養成する。 

(3) 我が国の教育実践を先導する研究活動を推進し、その研究成果に立脚した

独創的な教育を行う。 

(4) 学校教育と教員養成・研修に関する情報を幅広く収集・整理し、国内外に

向けて発信する体制を構築する。 

(5) 社会に開かれた大学として、社会貢献活動や国際交流活動を積極的に推進

する。 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 

平成 22 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までの６年間とする。 

２ 教育研究組織 

本学は、この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部及び研究科を

置く。 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 

（学士課程） 

① 学校教員としての素質や意欲のある学生を確保する体制を整備する。 

② 教員養成課程において、現代的教育課題に対応する実践力を備えた学校



2 

教員を養成する。 

③ 教養系の課程において、幅広い教養を身につけ、生涯学習社会に貢献する

人材を養成する。 

 

（大学院修士課程及び専門職学位課程） 

① 現代的教育課題に対応する高度な実践力を備えた学校教員等を養成する。 

 

（大学院博士課程） 

① 我が国の教員養成系大学・学部をはじめとする教育研究機関等において、

実践的な教育研究に従事する研究者等を養成する。  

 

（２） 教育の実施体制等に関する目標 

① より効果的な教育指導を行うための教職員の配置を行う。 

② 教員養成における学部と大学院をつなぐモデル的な教育システムを整備

する。 

③ ＦＤを推進する。 

 

（３）学生への支援に関する目標 

① 学生に対し、充実した学習支援、生活支援、キャリア支援を行う。 

 

２ 研究に関する目標                                   
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

① 現代的教育課題の実践的解決に寄与する研究を推進する。 
② 教員養成の内容と方法の向上につながる研究を推進する。 
③ 広く社会的要請に応える研究の基盤となる基礎研究を推進する。 

④ 教育に関する優れた研究成果の社会への還元を促進する。 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

① 教員養成に関わる研究を推進するため、研究環境等の整備を行う。 

 

３ その他の目標 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標 

① 学校、教育委員会との教育研究上の連携・協力を推進する。 

② 地域社会、産業界との連携を深め、地域の教育力の向上や産業の発展に

貢献する。 
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（２）国際化に関する目標 

① 教員養成分野における国際的な教育研究拠点となるための体制を整備す

る。 

② 学生の国際感覚や語学力を高めるための体制を整備する。 

③ 教育面・研究面における国際協力を強化し、政府関係機関や民間団体等

との連携を推進する。 

 

（３）附属学校に関する目標 
① 国の拠点校及び地域のモデル校としての機能を高める。 

② 大学と連携して、附属学校における教育・研究の質を向上させ、教育実

習等、附属学校としての機能を高める。 

③ 外部に開かれた研究会や研修会等を充実させ、附属学校の社会貢献機能

を強化する。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標  

１ 組織運営の改善に関する目標  

① 学長のリーダーシップの下での戦略的な資源配分を行う体制を強化する。 
② 教育組織と研究組織の関係を見直し、機能的連携を強化する。 

③ 学部、大学院と施設・センター、附属学校との関係を見直し機能的連携

を強化する。 

 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

① 事務処理業務の簡素化・効率化を図り、事務局機能を強化する。 

② ＳＤを推進する 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

① 外部資金を積極的に確保する。 

② 大学の資源を活用し、自己収入の増加を図る。 

 

２ 経費の抑制に関する目標 

（１）人件費の削減 

① 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」 

（平成 18 年法律第 47 号）に基づき、平成 18 年度以降の５年間において

国家公務員に準じた人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務
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員の改革を踏まえ、人件費改革を平成 23 年度まで継続する。 

 

（２）人件費以外の経費の削減  

① 人件費以外の諸経費の削減に努める。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標  

① 資産を適切に運用管理し有効に活用する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 
① 大学の評価方法を効率化し、その機能性を高める。 
② 各種の点検・評価を実施し、大学運営の改善に反映させる。 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

① 積極的に広報・広聴活動を行う。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 
① 総合的な学内情報基盤を整備する。  
② キャンパスの快適な環境を保持し、施設の有効活用に努める。 
③ 地球温暖化対策を推進する。 

 

２ 安全管理に関する目標 

① 安全・安心な教育研究環境を確保するため、適切な対策を講じる。 
② 情報セキュリティを確保する。 

 

３ 法令遵守に関する目標 

① 法令に基づく適正な法人運営を行う。 
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学 部 等 の 記 載 
 
別表（学部、研究科） 

 

学
部 

教育学部 
 
 

研
究
科 

教育学研究科 
 
連合学校教育学研究科 
（連合大学院） 
参加大学：東京学芸大学 

埼玉大学 
      千葉大学 
      横浜国立大学 
 

 




